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研究成果の概要（和文）：本研究では，これまで手がけた内陸地震と海溝型地震の震源モデル化研究を基に，応力降下
量に関する検討を行った．次いで，M6からM9クラスに至る超巨大地震群を対象とし，地震規模に応じた海溝型地震の強
震動予測レシピを試作した．海溝型地震の場合，短周期震源は長周期震源に内包されることが多いが，超巨大地震にな
ると短周期震源は長周期震源の端部に位置する事例が見受けられる．そのため，短周期震源の応力降下量と面積を，長
周期震源のそれらのN倍および1/N倍にモデル化することにより，震源パラメータと短周期レベルの総和を満足する広帯
域震源モデルを提案した．

研究成果の概要（英文）：Broadband source modeling for predicting ground motions is a key role for seismic 
hazard assessment. Recent megathrust earthquakes motivated us to establish a recipe for subduction 
earthquake scenarios. Based on slip inversions, scaling of source parameters and acceleration source 
spectral levels, we propose candidates for the broadband source of subduction earthquakes: Single-corner 
or double-corner characterized source models. The latter model, where the size and stress drop for 
short-period source patches are respectively 1/N times and N times of those for long-period source 
patches, worked to reproduce broadband ground motions for megathrust earthquakes. The short-period source 
patches partly superimpose on the long-period source patches for M8-class, then shift to the edge of the 
long-period source patches for M9-class earthquakes with increasing N value.

研究分野： 強震動地震学
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１．研究開始当初の背景 
世界の地震ハザード評価，特に海溝型地震

の震源のモデル化研究は，東日本大震災を引
き起こした2011年東北地方太平洋沖地震（Mw 
9.0～9.1）や，2010 年チリ・マウレ地震（Mw 
8.8）によって転換を迫られている． 
これまで甚大な自然災害をもたらす超巨

大地震として，2004 年スマトラ地震が研究
対象と扱われることが多かった．しかし，震
源近傍の地震観測記録が殆どなかったため，
詳細な議論がなされてこなかった．その後，
2011 年東北地方太平洋沖地震や，2010 年チ
リ・マウレ地震の発生により，超巨大地震お
よびそれに伴う余震の性質が，震源近傍の地
震観測記録に基づいて詳細に研究されるよ
うになった． 
その結果，M9クラスの超巨大地震において，

M7～M8 クラスの海溝型地震ではこれまで確
認されていなかった，①長周期地震動と短周
期地震動の発生場所が明瞭に異なる，②地震
動の強さが Mw 8.4 程度で飽和する，③超巨
大地震の短周期地震動の減衰が少ない，等の
現象が相次いで確認された．しかしながら，
その原因は未解明である． 
 
２．研究の目的 
本研究では，これまで手がけた内陸地震と

海溝型地震の震源モデル化研究を基に，応力
降下量に関する解析および震源解析を展開
する．そして，M6 から M9 クラスに至る超巨
大地震群を対象とし，幅広い地震規模を遷移
的に表現可能な，強震動予測のための震源モ
デル化を行う．具体的には，海溝型地震の強
震動予測レシピを試作し，地震規模に応じた
震源モデルを構築する．また，海溝型地震の
強震動予測において採用すべきスケーリン
グと応力降下量の値について検討する． 
さらに，2011 年東北地方太平洋沖地震の断

層直交方向の破壊進展と，2010 年チリ・マウ
レ地震の断層平行方向の破壊進展の比較研
究により，将来の南海トラフ巨大地震等の複
数の地震シナリオによる，長周期地震動と短
周期地震動の生成に示唆を与えることが期
待される． 
 
３．研究の方法 
初年度は，超巨大地震の一つである 2011

年東北地方太平洋沖地震の地震群を対象に，
本震前後の応力降下量の時空間変化を推定
した．その結果，前震の応力降下量は相対的
に低いこと，本震直後の地震規模の大きな余
震の応力降下量が高いこと，そして余震の応
力降下量のバラツキが大きいことが分かっ
た． 
 また，強震動パルス生成の観点から環太平
洋の海溝型地震の震源モデルを整理し，震源
時間関数のプロトタイプを分析した．強震動 
パルスが生成される海溝型地震の場合，最大
値が大きく継続時間が短いKostrov型の関数
が，強震動パルスが生成されにくい海溝型地 

震の場合，最大値が小さく継続時間が長い二
等辺三角形の関数が，震源時間関数として得
られることが多いが，2011 年東北地方太平洋
沖地震や，2010 年チリ・マウレ地震などの
超巨大地震の場合，断層面において両者の震
源時間関数の特徴が必要と考えられる． 
次年度は、超巨大地震における長周期震源

と短周期震源の乖離の原因について，地殻構
造および動力学的震源の観点から考察した．
その結果，2011 年東北地方太平洋沖地震の場
合，これらの乖離は，マントルウェッジを境
に海溝軸側に長周期震源，陸側に短周期震源
が生成していると解釈することもでき，繰り
返し地震およびその応力蓄積過程について
物理モデルを提示した． 
 その結果，超巨大地震特有の確認現象を考
察し，単にランダムではなく，地震の破壊成
長過程を周期依存性に反映させた，超巨大地
震群の強震動予測震源モデルを構築するこ
との重要性を確認した．また，応力降下量の
時空間変化と地震規模依存性に関する解析
によって，地震発生の場を理解すると共に，
生成される地震動のばらつきに拘束を与え
ることが可能となる． 

 

図１ 超巨大地震における長周期成分と短
周期成分の乖離 (Satoriano, Dionicio, 
Miyake, et al., 2014) 
 



 

図２ 地震規模に対するモーメントレート
継続時間．赤は南海トラフと相模トラフに加
え，2010 年チリ・マウレ地震と 2011 年東北
地方太平洋沖地震を示す．青は日本海溝沿い
の地震（Miyake and Hisada, 2014） 
 
４．研究成果 
本研究では，これまで手がけた内陸地震と

海溝型地震の震源モデル化研究を基に，応力
降下量に関する検討を行った．次いで，M6 か
ら M9クラスに至る超巨大地震群を対象とし，
地震規模に応じた海溝型地震の強震動予測
レシピを試作した．海溝型地震の場合，短周
期震源は長周期震源に内包されることが多
いが，超巨大地震になると短周期震源は長周
期震源の端部に位置する事例が見受けられ
る．そのため，短周期震源の応力降下量と面
積を，長周期震源のそれらの N 倍および 1/N
倍にモデル化することにより，震源パラメー
タと短周期レベルの総和を満足する広帯域
震源モデルを提案した． 
また，2011 年東北地方太平洋沖地震の震源

は，2010 年チリ・マウレ地震と同様，M9 ク
ラスの長周期震源と M8 クラスの短周期震源
の組み合わせと解釈することも可能である．
ただし，断層傾斜方向に複雑な破壊進展を呈
し，同じ場所が複数回すべる等の新たな知見
が得られ，地震の震源の多様性が認識されて
いる．また，強震記録による海溝軸付近の震
源分解能は決して高くなく，今後の海域観測
が期待される． 
さらに，2011 年東北地方太平洋沖地震や

2010 年チリ・マウレ地震といった超巨大地震
では，地震動の長周期成分と短周期成分の到
達時刻の乖離が明瞭であった．その原因は，
長周期震源と短周期震源のそれぞれの破壊
開始点の位置と時刻の差異を考えられる．短
周期震源が，長周期震源の破壊フロントの到
達時刻にトリガーされているケースでは，震
源のダイナミクスに基づく統一的解釈が示
唆される一方，ケース外の事例も見受けられ，
多様なシナリオを試行する必要がある． 
超巨大地震の震源像の知見は，まだ蓄積さ

れている段階であり，断層走向方向や断層傾

斜方向の破壊進展や，長周期と短周期の震源
モデルの相違について，地殻構造やテクトニ
クス・地震活動・応力降下量の観点から議論
が継続している．したがって、2011 年東北地
方太平洋沖地震の震源モデルや強震動の特
徴を，他の地域の超巨大地震の震源モデル化
や強震動予測に安易に反映するのではなく，
最新の知見を探求し，様々な可能性を検討す
ることが望ましい． 

 

図３ 従来の内陸地震の広帯域震源モデル
（上）と本研究でモデル化された海溝型地震
の広帯域震源モデル（下）．アスペリティと
強震動生成域 SMGA の設定方法に変数を取り
入れた（三宅・入倉, 2014） 
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